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　新型コロナウイルス感染症の感染再拡大（第 6 波令和 4 年 1 月～）に伴い影響を受けた町内事業者に対し、 当
該事業を実施するにあたり負担した水道料金、 電気料金、 ガス料金、 燃料費に要する経費について事業の継続を支
援します。

1　感染再拡大（第 6波）の影響により、 令和 4年 1月 1日から令和 4年 6月 30日の期間内において、 連続する
3 か月間の売上が、 平成 30 年または令和元年同期の売上と比較し 10 パーセント以上減少した個人事業者ま
たは中小企業者、 小規模企業者。

※令和元年 4 月 2 日以降に起業した者にあっては、 令和元年 5 月から令和 3 年 12 月までの連続する 3 か月の売上（ただ し、 
期間が 3 か月に満たない場合は、 その間の月平均の売上を 3か月に換算した額）と比較し 10 パーセント以上減少した個人事
業者または中小企業者、 小規模企業者。
2　令和 3年 12 月 1日以前に起業している者であり、 申請に係る事業が申請者すべての事業収入の 2分の 1 以上
を占めていること。

※平成30年 12月以前に起業した者 平成 31年（令和元年）中の事業収入が 200万円以上
※平成 31年 1月以降に起業した者 起業日の翌月から令和 3年 12月の事業収入が月平均 8万 3千円以上
3　町税等の滞納がなく、 町内に事業所または店舗を有する事業者であり、 当該事業の継続する意思がある者。

1　感染再拡大（第 6 波）の影響により、 令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 6 月 30 日の期間内において、 連続す
る 3 か月間の売上が、 平成 30 年又は令和元年同期の売上と比較し 10 パーセント以上減少した個人事業者ま
たは中小企業者、 小規模企業者。

※令和元年 4 月 2 日以降に起業した者にあっては、 令和元年 5 月から令和 3 年 12 月までの連続する 3 か月の売上（ただし、
期間が 3 か月に満たない場合は、 その間の月平均の売上を 3 か月に換算した額）と比較し 10 パーセント以上減少した個人事
業者または中小企業者、 小規模企業者。
2　令和 3年 12月 1日以前に起業している者。
3　町税等の滞納がなく、 町内に事業所又は店舗を有する事業者であり、 当該事業の継続する意思がある者。
4　国の示す業種別ガイドラインに沿った感染防止対策に取り組んでいる、 または取り組む意思がある者。

　新型コロナウイルス感染症の感染再拡大（第 6 波令和 4 年 1 月～）に伴い影響を受けた町内事業者の雇用及び
労働を維持するための支援として、 雇用形態、 雇用者数に応じた助成を行います。

E製造業、 H運輸業・郵便業、 I 卸売業・小売業 M宿泊業・飲食サービス業、 N生活関連サービス業・娯楽業、0教育・
学習支援業（中分類 81 学校教育に分類されるものを除く。） R サービス業（他に分類されないもの※中分類 93 から
96までの政治・経済・文化団体、 宗教等に分類されるものを除く。）

令和 4年 6月 1日～令和 4年 10月 31日

当該申請に係る売上額の減少期間内に町内の事業所または店舗・車両等において事業に要した上水道料金、 電気料
金、 ガス代、 その他燃料費
※補助率10/10
※住居と事業所等が一体となっている場合等で経費の明確な区分ができない場合の補助率は 1/2

1 事業者 12 万円
加算：雇用保険被保険者 1人につき 8万円、 雇用保険被保険者以外の常用雇用者 1人につき 5万円、 家族労働者 1
人につき 4万円、 委託労働者 1 人につき 3万円

※昨年度と対象業種は異なります。

昨年度に引き続き、令和４年度も
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